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要　　旨

　本調査 研究 は ，職 場 に おけ る職 員 の防 災行動 （具体 的 な準 備か ら防 災 に必 要な 情報 収 集 まで含 む総 合 的な 取 り組 み ）

の 向上 に 資す る 知見 を 得 る こ と をね らい と して、職場 に お ける職員 の 防災 行 動 と組織 の 安全風 土 の 関 係性 に つ い て 明 ら

か に す る こ と を 目的と した。調 査に は A 県 の
一

般 企業 に 勤務 す る 60 ］ 名の 職 員が 参 力口した。調査 内 容 は 職員 の 人口学

的要 因 （性 別、年 齢 勤務 年数 ），防 災 士資 格 の有 無、被 災経 験，災害 観 被 災 リス ク認 知、減 災対 策 態度，職 場 防災

行動，組 織 の安 全風 土 （個人 的違 反 容認 の風 土．組織 的違 反 容認 の風 土 安全 に対 して 責任 をも つ 風 土，事故 防止 に積

極的に取り組む 風土）で構成 した。 統計解析の結果 防災行動を従属 変数 とする因果 関 係モ デル は デ
ー

タに適合し，職

場の 事故 防 止 に積極 的 に取 り組 む風 土 が防 災行動 に関係 す る こ とが 明 らか とな っ た。以 上の 結果 を基 礎 に．著者 らは 職

場 にお ける職 員 の防 災行動 力の 向上 に 向けた 組織 の安 全風 土の あ り方 につ い て 考 察 した。

Abstract

The　purpose 　of　this　research 　is　to　reveal 　the　relation 　between　personner 　 s　disaster　measures 　and 　organizatien
’

ssafety

climate ，　in　order 　to　obtain 　the　idea　that　helps　irnprove　personner 　 s　disaster　rneasures 　such 　as　concrete 　preserving　actions

for　disasters　or 　cQUecting 　information　in　work 　places．　In　this　research ，　we 　asked 　demographic　factor〔sex ，　age ，　and 　years　of

service ），　whether 　a　quali且ed 　disaster　prevention　expert 　or　not，　g．uffering　experience　of　previous　disasters，　conception　about

disasters，　perceptien　of　risk　of　suffering 　disaster，　attitude 　to　disaster　reduction ，　disaster・preventing　activities，　and 　safety 　climate

in　organizatiQns （the　climate 　to　accept 　members 　 or　organization 　 s　violation ，　the　climate 　to　take　responsibihty 　for　safety ．

or　work 　hard　on 　preventing　accidents ），　to　six　hundred　participants　serving 　in　the　same 　company 　Consequentl｝L　the　causal

model 　on 　which 　disaster　prevention　activities　are 　dependent　variables 　has　been　adaptable 　to　the　data，　and 　we 　have　rcvealed

the　relation 　between　positive　attitude 　to　work 　on 　preventing　accidents 　and 　disaster−preventing　activities．　On 　the　basis　of　this

reTation ，　we 　examine 　to　estabhsh 　better　chmate 　of　organizations 　where 　members 　tend　to　take　actions 　to　prevent　disasteL

1．　 は じめ に

　 西 日本 は，そ もそ も台風 や暴風 雨，高 潮 な どの 自然 災害 が多

発 す る エ リア で あ る と 同時 に，近い 将来 に大 地震が 発生 す る可

能性 が 高い と されて い る 地域 で あ る 〔L］。災 害 は，た と え ば，東

日本大 震 災が示 した よ うに社 会 に対 して 多大 な イ ン パ ク トを与

え る もの が 決 して 少 な くない 。しか も，災害 の 多 くは 正 確 な

予 測 が 困 難 で あ る
121「31。従 っ て ，第

一
に，災害発 生 に 先立 ち，

い か に 災害 に 備 える か．こ れ は家庭 や 地 域 の み な らず．企 業

に とっ て も重要 な 課 題 と位置 づ け ら れ よ う。また 企 業 に あ っ て

は，災害 や 事 故 で被 害 を受 けて も，取引 先等 の 利 害 関係 者 か ら

の 重 要業 務 が 中断 しない こ と，中断 して も可 能 な限 り短 い 期 間

で 再 開 す る こ と，さ らに言 うな ら，事業 継続 は重 要業 務 中 断 に

伴 う顧客 の 他 社 へ の 流 出，マ ーケ ッ ト シ ェ ア の 低 下，企 業評価

の 低 下 な ど か ら企 業を守 りぬ く経営 レベ ル に お け る 重要 な戦略

的課 題 で もあ る。こ の よ うな事業継 続 を追 求す る 計 画 は 「事業

継続計 画 」（BCP ：Business　ContinUity　Plan） と総称 され，内容 と

して は，バ ッ ク ア ッ プの シ ス テ ム や オ フ ィ ス の 確 保，即 応 した
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図 1　事業継 続計画 の 概 念

要員 の 確保，迅速 な安 否碓 認 な どを盛 り込 む こ とが，その 典型

と な っ て い る
［
’1’1

（図 1）。

　 以上 の こ とか ら明 らか な よ うに，
一

般 企 業 にお い て も，防災

計 画 と BCP を
一

体 化 して 進 め る こ とが 強 く望 まれ る と こ ろ で あ

る。今般，西 日本 の A 県 にあ る R 社 グル ープ 似 下，「R グ ル ー

プ 」）で は，今後 の R グ ル
ー

プ にお け る防災 計 画等 に資す る 知

見 を得 る こ と を ね らい と して ，従 業 員の 防 災行動 に 関す る 測 定

尺 度の 開発 を行 っ た うえで，防 災行動の 形成 に安全風 土 や 防災

訓練が どの よ うに 関係 して い るか を明ら か に する こ とを 目的 に

調 査 を企 画 した。なお，本 稿 で は，「防災行 動」 は 防 災に 向けて

どの よ うな準備 を して い る か を意 味 し，類似 した用語 で あ る 「防

災意識 」 を災害や 防 災 に対 して 人 々 が 持 っ て い る 認 知や 感情 な

どの 態 度 を意 味す る 用 譫 と して，それ らを区分 して 用 い る もの

とす る、，別言 す る な ら，従 来 の 自治体 等 が行 っ て きた 調査 の 多

くは．防 災行 動 を調 査 しつ つ も笑 際 に は 防 災意識 を調査 して い

る こ とが 多い と言 える 。 また 防災行動に類似 した 用語 とし て 「減

災 行動 」が あ げ ら れ る が ，減災 は 災害時 に お い て 発生 し得 る

被害を最 小 化 する た め の 取 り組み を意味 して い る 。 別言 する な

ら，防災が 被害 を出 さ ない こ とを 目指す総今的な取 り組 み で あ

るの に 対 して，減 災 とは あ らか じめ 被 害の 発 生 を想定 した上 で，

そ の 被害を低減させ て い こ うとする 内 容を意 味 して い る。なお

英 語 で は，防 災 は，disaster　prevention 〔災害 の 予 防 を重 視 す

る） あ る い は disaster　management （防災 ・減 災 ・応 急 対応 ・

復 旧 復興 まで を含 む 広 い 意 味 で の 防災 全 般 を対 象 と す る ） と

呼称 され て い る。また減 災 には，disaster　 mitigadon ，　 disaster

reduction ，　 disaster　 risk 　reduction （DRR ）が 使 用 され て い る。

災害 （disaster）を軽 減 （reduce ）す る の は お か しい とい う意見

もあ り，災害 リス ク 〔disaster　risk ）を軽減す る とい う disaster

risk 　reduction （DRR ）とい う言葉 もよ く使わ れ る 。 さ らに 被害

軽 減 （damage 　reduction ） とい う用 語 や ダ メ
ー

ジ コ ン トロ
ール

（damage 　control ）とい う用 諸 も認め られ る が，それ らは亨 後

の F．

．
置 （応 急 処置 ）を対 象 とする点 で．本報 告 の 防 災行 動 とは

異 な っ て い る と言 え よう。さ らに補 足 す る な ら，災害 原 因事 象

（地 震，台 風，火 山 噴 火，竜 巻 な ど） は ハ ザード （hazard），

それ に よ っ て もた らされ る 負の 効果 を災 害 （disaster） と表記 さ

れ る の が
一

般 的 で あ る。こ の 時 の disasterは，直 接被告，1司軒

職場に お ける 組織の 安全 風土 と職員の 防災行動の 関係　　ユ7

被害，
一
次被告な ど も含む広 い 概 念 で あ る

一
方，damage は直

接 被 害 の み を指 して い る こ とに 留意 す る 必 要 が ある。加 え て，

被 害の 中 の 経 済的 な被 害は，経済預失 〔economic 　loss） と表

記 され る。一
般 に 「災 害 の 防止軽 減 」 とい う場 合 には disaster

prevention 　and 　mitigation が使 わ れて きた 経緯もある。

　以 ．Eの こ と を踏 ま え，本稿 で 用 い る 「防 災行動 」は，防災 に

向けて どの よ うな準備 を して い る か とい う総合的な取 り組み を

意 味 し，かつ ，その 下 位に 具体的 な防災準備行動や 防災 に 必要

な情報 の収 集 行動 を含 む もの とす る。加 えて，従 来 の 防災 行動

は主 と して 生 活の 場で ある 目宅 に 焦点化 され た もの が 多い 経緯

が あ る が，本稿 で は，R グル
ープ内 で の 個人 的 な防 災行動 と組

織 的 な 防災行 動 を含 む もの とす る。また，本 稿 で は 「組繊 の 安

全 風 土 ま を鎌 田 らの 研 究 ［SILfi1，松 原 らの 研 无 ［7］を参考 に個 人 的

違 反智
一
忍の 風 土，組織 的違 反谷

一
忍の 風 土，安 全 に対 して責 任 を

もつ 風 土 ，事故 防 止 に 積 極 的 に取 り組 む風 土 を，繊 場 に お け

る 組織 の 安全 風 土 」 と定義す る 。 こ の こ と に よ っ て，従来，ほ

とん ど検討されて こ なか っ た 企 業内で の 防災行動が検討で きる

こ と に な る 。

　従来の 防 災行動 に 関 す る研 究 ［呂1 を概 括 する と，防 災行動 の

関連要因にお い て ，1）過去の 被災経験 と人 口 学的要因，2） リ

ス ク 認 知，3） リ ス ク
・

コ ミ ュ ．ニ ケ
ー

シ ョ ン ，4）防衛 動 機 理

論．5）PrE 理 論 　〔Person　relative 一匸o−Event 理 論 ），6＞合 理 的

行 為理 論の 立場か ら検 討が な され て きた。ただ し，防 災行 動の

関連要 因に お い て ．従 来 の 研 究 で は 学校教育 におけ る 防災訓練

を除 くと，企業 内 で な される 防 災訓練 ある い は 企業 の リ．ス クマ

ネジ メ ン トと組 織 の 安 全風土 との 閧連性 は ほ と ん ど検討 されて

い ない の で は な い だ ろ うか 。 R グル
ープに お い て ，そ れ ら に 関

す る知見 が 得 られ る な ら，そ れ は 今後の 企 業内 の 防災行動 の あ

り方に 関す る重 要な資料 とな ろ う。 加 えて 重 要な こ とは，現在

まで の と こ ろ，防 災行 動 に 関す る 測 定尺 度 は十分 に吟 味 されて

い ない 。従 っ て，防 災行 動 に 関 す る 測 尼 尺 度 が 開 発 で きる な

ら，そ れは将 来的 に 災害行動 に 関す る 総 合 的な 関辻要因の 解明

に もつ なが る もの と思料 され る とこ ろで あ る。

　 また，情 報化 社会 と は 「情 報 の 文化 的側面 を大 衆が 認識 す る

社 会」 で あ り，情 報文 化 と は 「大衆 が 持 つ 情 報 的世 界観 を 客観

化 した もの 」に他 な らない
［9］

。 よ っ て 防災行動 につ い て 統計手

法 を用 い て 客観化する こ とは ‡要で ある とい える 。

2 ． 研究目的

　／
一
周査研 究 で は，企 業 内に お け る 防 災対 策 に 関 す る 指針 の 再

検討に 資す る知見を得る こ とをね らい と して，地震 等に 関 連 し

た防 災 行動 に着 目 し，1） そ の 防災 行 動 の 数量 化 幗 ll定 尺 度の

開発 ），な らび に 2） 防災 行 動 の 達 成 度 と組 織 の 安 全 風 土，さ

ら に は 3）防 災行 動 の 達成 度 と 防災 ，川練 と の 関係 性 に つ い て 明

らか にす る こ と を 目的 と した 。

3 ．　 研 究方法

前 。己の 調 査研 究 の 目 的 を達 成す る ため に，調査群 として 2 つ

N 工工
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の標 本 （サ ン プ ル ）を 準備 した。ひ と つ は 防災行動の 数量化が

可 能 な測 定尺 度を開発 な らび に 組織の 安全風 土 との 関係，訓練

効果 の 検討に 貢献す る サ ン プル （以
．
卜，「訓 練 非該 当 者 群」），

他 の ひ とつ は防 災訓練 の 効 果判 定 をね らい とす る 防 災訓練 の 受

講サ ン プ ル （以 下，「訓練 該 当者群 」） で ある。訓 練 非該 当者群

は R グル ープ 内の 4事業所 の 会 社組 織 の 全 従 業 員 を も っ て 構

成 し，訓練 該 当群 は任 意 に 選定 された 今年度 の 防災訓 練の 受講

者 で 構 成 した。

　防災行 動 に関す る測定 尺度の 開発 に は，新 井 らの 研 究 171［81を参

考 に，調査 者 らが独 自の 以下 に 示す 14 の 調 査項 目を準 備 した 。

この と きの 防 災行 動 は．防災準備行動 と防災情 報収集行動の ふ た

つ の 側 面 を考慮 した 。 会社に お け る防災準備行動に 関 して は下 記

の 5 項 目．防 災情報収 集行 動 と して 下記 の 3項 日 （表 1），一般

的な 防災準備行動とし て 2項 目．一般的 な防災情報収 集行 動 と し

て下記 の 4項 目を準備 した （表 2）。

表 1 会社 に お ける 防 災行動 に 関す る 調 査項 目

私 は会社で 災害に備えて 備蓄品 を用 意 して い る

私 は 会社 で 災害に備 えて 防 災 グ ッ ズ を用 意 して い る
防
災

準

備
行

動

私 は会 社 で 家 具等 の 耐震 対 策 を行 っ て い る

会社 の 緊 急連 絡網 で，自分が 次 に誰 に 連絡 を 回す か，
把握 して い る

会社の 消火器の 使い 方 を知っ て い る

南海 トラ フ 地 震が 発 生 した 場 合 本社 ビ ル まで の 津

波到 達 時間 を知っ て い る
防

災
情

報
収

集
行

動

会社で 災害が 発生 した際 の 避 難場所 や 避 難経路 を

知 っ て い る

会社 周辺 の ハ ザードマ ッ プ を見た こ とがあ る

表 2　一般 的 な防 災行 動 に 関す る 調査 項 目

AED の 操作方法 を知っ て い る
防

災
準
備
行
動

災 害伝 言 ダイヤ ル （171）の 使 い 方 を知 っ て い る

避難勧告 と避難指示の 違 い を知っ て い る

災害伝 言 ダ イヤ ル （171）を試 験 的 に利 用 で き る期聞

が ある こ とを知っ て い る

防

災
情

報
収

集
行
動

南 海 トラ フ 巨大 地震 に つ い て 関心 が ある

30年以 内 に 高 い 確率で 南 海 トラ フ巨大 地震 が発 生 す

る こ と を知 っ て い る

　測定 尺 度 の 開 発 にお い て は，ひ とつ に，1）会社 に お け る 防災

準備行動，会社に お ける 防災情報収 集 行動 の 2 領域 に属 す る 8

項 目．お よび 2）会 社 に おけ る防 災準 備 行動．会 社 に お ける防

災情報 収 集行 動，
一

般 的 な防災準 備 行動、一
般 的 な防 災情 報収

集行動 の 4 領域 に 属す る 14項 目にお い て ，それぞ れ項 目間の 四

分相 関係 数 を算 出 し、相 関係 数が 0．75以上 を示 した ペ ア の
一
方

を冗長 性 の 高い 項 目と判 断 し任意 に 削 除す る もの と した 。

　そ の 後 項 日反 応理 論 （ltem　Response　Theory） を採 用 す

る こ と に よ っ て
・．．一

次元性 と順 序性 を兼ね 備 えた 項 目の 選定 を行

い ．尺 度化 （以 下．「会社防災行動達成度測 定尺 度 」） を試 み

た 。 項 目反応理論は，各項 日の 困難度や 識別力が サ ン プ ル とは

独 立 し て 定義 さ れ る こ と を 特徴 と して い る。項 目 反応 理論 にお

け る困難 度は 当該項 目の 回答の 難 し さ を，また識 別力は 当該項

目の 構成概念 （潜在特性） の 変化に対する 敏 感 さ を意 味 して い

る。項 目特性 関 数の モ デ ル は，本研 究で 取 り上 げた 調 査項 目に

お い て は当 て 推量 に よ る 反 応 は 起 こ りに くい とい う判 断 か ら，

2パ ラ メ タ ・ロ ジ ス テ ィ ッ ク ・モ デ ル を仮定 した 。 こ の ときの

項 目パ ラ メ タの 推 定 に は Easy　Estimation に よ る周辺最尤法を

用い た、上 記 の 解 析 に お い て ，識 別力 が 0．5 以 下，困難 度は 絶

対値が 4．〔〕以上 の 項 目を．一
次元 順序 性 が 乏 しい 項 目 と して 位

置付 け 除 外す る もの と した。

　項 目反 応 理 論 に よ り選 定 され た 項 目は，さ ら に 1 因子 構造

モ デ ル と して 構 築 し，確 証 的 因子 分 析 に よ っ て 因子構造の 側

面か ら見 た 構 成概 念妥当性の 検討を行っ た。因子構造 モ デ ル の

デ ータへ の 適 合性 は．Comparative　Fit　Index （CFI） と Root

Mean　Square　Error　of　Approximation （RMSEA ） で 判 定 し

た。CFI は
一

般的に 0．9 以 L，　 RMSEA は 0．1 以下 で あ れ ばモ

デ ル が データ に 適合 して い る と判 断され る。なお ，分 析 モ デ ル

の 標準化係数 （パ ス 係 数 ）の 有 意性 は，非標 準 化係 数 を標 準

誤差 で 除 した値 （以 下 t 値 ） の 絶対 値 が 1．96以 上 （5％有意水

準 ） を示 した もの を統 計学 的 に 有意 と した。

　次 い で、その 会社 で の 防災行 動達成度 測定尺度 に よ る個 々 人

の 得 点 と 人 口学 的要 因 （性，年齢，勤務年数），被災経 験，災

害観 被 災 リ ス ク 認知，減災対 策態 度，組織 の 安 全風 土 〔個 人

的違 反容 認 の 風 土，組 織 的 違 反 容認 の 風 土、安 全 に対 して 責

任を もつ 風土 ，事故防 ILに 積極 的 に取 り組 む風上 ） との 関連性

を，構造 方程 式 モ デ リ ン グ を用 い て検 討 した （図 2）。

図 2　防 災行動 の 達 成度 に 関連す る 要 因 間の 関連性 モ デ ル

　前 記 の 関連 要 因の 調 査項 目の うち，被災経験 は，「身の 危 険

を感 じる 程 度 の 災 害 に 遭 遇 し た こ とが あ る。」 か 否 か を尋 ね
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た。ま た，災 害 観 に 関 し て は，「災 害が お きた ら，自 ら の 命

は 自 ら守 れ る と思 う。」 「大 きな 災 害が 起 きて も工 夫次 第で 何

とか乗 り越 え られ る と思 う。」「どん な大きな災害で も，防災

準 備 をす れ ば．被 害 を少 な くで きる と思 う。」 に 対
．
す る 回 答

を求 め た。

　被 災 リス ク 認 知 に 関 して は，「自宅 で 被 災の 恐 れ を感 じた こ

とが あ る。」 と 「会社 で 被 災 の 恐 れ を感 じた こ とが ある。」に 対

す る 回答 を求 め た，，減 災対 策 態 度 に 関 し て は，「防災 訓練 は 企

業 と地 域 が 協 力 して 行 うべ きだ と思 う。」 「BCP の 意 味 を知 っ

て い る 。 」「トリ ア
ー

ジ の 日的 を知 っ て い る 。 」「R グ ル ープ全 体

の 防 災訓 練 は 必 要 だ と 思 う。」 「被 災 時 に R グ ル ープ の 社 員 と

して，復旧復興 活動 に尽力 した い と 思 う。」 の 5項 目で 回答 を

求め た ，

　職場 に お け る組織の 安全風 土 は，鎌 田 ら の 研 究 t511Slに従 い 「個

人的 違反容 認 の 風 土」で 3項 目 （表 3），「組 織 的違 反容 認 の 風

土 」で 3項 目 （表 4），松 原 らの 研 究
［7］

を参考 に 「安全 に 対 し

て 責任 を もつ 風 土 」 で 7 項 目 （表 5） と 「事 故 防止 に積 極 的 に

取 り組 む風 土 」で 8項 目 （表 6）を測定 した 。

表 3　個 人 違反 に対 す る 風 土 に 関す る 調査 項 目

会社 の 電話 を私用 に使 っ て もよ しとす る雰 囲気 が ある

出勤時間に 少々 遅れ て もとが め られ ない 雰囲気が ある

勤務 時 聞 中に さぼ れ ない 雰囲気 が あ る

表 4　組 織 的違 反 に対 す る 風土 に 関す る 調査 項 目

会 社 ぐる み の不正 が行わ れて い る雰囲気が ある

効率の た め な ら少々 の 違反 を容 認す る 雰 囲気 が あ る

社 会 人 と して 誠 実 で あ る よ り組 織 へ の 貢献 を と る雰 囲気 が

あ る

表 5 安全 に対 して 責任 を もつ 風 土 に 関 す る調 査項 目

顧 客 に実 害 の ない ，さ さい な ミ ス で あ れ ば，報 告 しな くて

もい い だ ろ う，と い う雰囲気が あ る

他 の 人 に 知 ら れ る こ とが ない 限 り，ミ ス した こ とを黙 っ て

い て も許 され る 雰 囲気 があ る

問題 さ え起 こ さ な け れ ば，規 則 と少 し違 う こ と を して も，
許 され る と こ ろ が あ る

何 か 問題 を生 じない 限 りは，現状 の ま まで よ い ，とい う雰

囲気が ある

業 務 を引 き継 い で しま えば，あ とで 問題 が 起 こ っ て も私 に

は 関係 な い ，とい う雰 囲気 が あ る

何 か問 題が起 こ っ て も，責任 の 所在が は っ き り特定 され ず，
ぼ や けて しまう と こ ろ が あ る

顧 客 に 実 害 の ない ，さ さい な ミ ．ス で あれ ば，利用 者 に 説 明

を し な くて もい い だろ う，とい う雰囲気が ある
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表 6　事故 防止 に 積極 的 に取 り組 む風 土 に 関 す る 調査項 目

事 故 防止 の た め の 取 り組 み に，職 場 の 職 員 の 意見が 反 映 さ

れ て い る

業務 の 安全に関 して ，継続 して学ぶ 姿勢が ある

業務 上 の ル ール や 手順 を，よ り良 くして い こ う とす る 姿 勢

が ある

事故防止 に役立 つ ア イデ ア を，積 極 的 に取 り入 れ る姿勢 が

あ る

業務 の 安全 につ い て 難 し い 議論もとこ とん 話 し合う，とい

う雰 囲気 が あ る

目標 を もっ て 業務 の 安全 に 取 り組 む こ とが 奨励 さ れ て い る

事故防止 に役立つ こ とを，自由に提案で きる 雰囲気が あ る

事故 防 止 の た めの 取 り組 み に，過 去 に 起 きた 事故の 教 訓 が

活か されて い る

　 回答 は，当て は まる ，どちら か とい い うと当て は ま る，ど ち

らで もな い ，ど ち らか とい うと当て は ま ら な い ，当て は ま ら な

い ，の 5件 法 で 求 め た 。なお，前 記 ふ た つ の 測定 尺 度 の 因子 構

造 モ デ ル （二 次 因子 モ デ ル も しくは斜交モ デ ル ）の デ
ー

タ へ の

適 合性 は，構造方程式モ デ リ ン グ で 確認 す る もの と した 。 た だ

し，そ れ ら因子構 造 モ デ ル が デ
ー

タ に 適合 しな い 場合 は ，探索

的因子分析 に よ っ て 新た な因子を抽出 し，か つ そ の と き抽出さ

れ る 因子 を用 い て，確．証 的 因 子 分 析 で 尺 度 の 構 成概 念 妥 当性 の

検 討 を行 うもの と した。

　 前記 の 因子構 造モ デ ル な らびに 因果 関係 モ デ ル の デ
ータへ の

適合性は．CQmparative　Fit　Index （CFI） と Root　Mean 　Square

Error　 of　Approximation （RMSEA ） で 判 定 し，パ ラ メ
ー

タ の

推定は 重み 付け最小二 乗法の 拡張法 （WLSMV ）
［12］［13］

を採用 し

た。一
股的に CFI は 0．9 以上 で あれ ばデ

ー
タ に 対す る モ デル の

当 て は ま りが 良 い
［14］と さ れ ，RMSEA は 0，1 を 超 え な け れ ば

デ
ー

タ に 対 す る モ デ ル の 当て は ま りが 悪 い とは 言 え ない
L15］と

判 断 され る。また，分 析 モ デ ル の 標準化係 数 （パ ス 係 数）の 有

意性 は，非標準化係 数を標 準誤 差 で 除 した値 （以下 t値 ）の 絶

対値 が 1．96 以 上 （5％ 有 意水 準 ） を 示 した もの を統 計学 的 に 有

意 と した。なお 因果関係モ デ ル の 従属変数に 関 し て は ，防災能

力 と防 災行 動 を用 い る もの と した。

　最 後に，防災訓練の 防災行動達成度 に対す る効 果 の有 無は，「平

均値 の 差の 検 定」 と 「関 連性 」 の ふ たつ の 観点か ら検討 した。

前者は t検定，後 者 は構 造方程 式 モ デ リ ン グで 解析 した。具 体

的 な 方法 は 以 下 に 示 した。「平 均値 の 差 の 検 定 」 は，実証 方 法

1 とし て 訓練該当群 の 訓練
．
前後の 防災行 動 能 力 を 測定 しその 前

後の 得点の 差 の 検定を行い ，実証 方法 2 として 訓練非該当群 の

得 点 と訓 練該 当群 の 訓 練後の 得点 との 差 の 検定を行い ，ま た 実

証方 法 3 と して 訓練 前 後 の 得 点 に 訓練が どの よ うに 関 係 して い

たか を検討す る方 法が 成 り．立つ が，今 回の 調 査 に お い て は訓練

非該当群の 追跡 調査 を実施 して い ない ため，実 証方 法 3 に つ い

て は検討 し な い 。な お ，実 証 方法 4 は訓 練 の 有無 を他 の 変 数 も

考慮 した 因果 関係 モ デ ル にお い て 投入 しそ の 関係 を明らか に す
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　　　 訓練効果の 実証方法

訂鰊 群と非訓練群の 平均 値の 差の 検討

一 vade

関逮性 の 有無 ： 実証方法3

図 3　防災訓練 効 果の 有無 に 関 す る検 討 モ デル

る もの で あ る。従 っ て、本調査 研 究 に お い て は 実 証 方法 1 ・2 ・

4 に お い て訓練効果の 測定を行うもの と した 。

　統 計 解 析 に は．SPSS 　 statistics 　 21，　 Easy 　 Estimation

▽er 、1．6．1，　 M −plus 　521 を使 用 した。

　な お本調査 研究 で は，回収 され た 訓 練 非 該 当 群 601名 分 の

デ
ー

タ の うち．会社 防 災行 動 尺度 開 発に は 分析 に 用い る 項 目に

欠損 値 の な い 582名 分 （有効 回答 率 96．8％） の デ ータ を 用 い

た。実証 方 法 1．2 には 訓 練該 当群 90名分 の デ
ー

タの うち．分析

に 用 い る項 目に 欠損値 の な い 90 名分 （有効回答率 100％ ）の

デ
ー

タを 分析 に 用 い た。実証 方法 4 に は 訓練 非 該 当群 お よび訓

練該当群 691名分の デ
ー

タ の うち分析 に 用い る項 目に 欠 損値 の

ない 669名分 （有効 回答 率 96．8％）の デ
ー

タを分析対 象と した 。

4 ．　 防 災訓 練

　防災訓練の 訓練 内 容 は 防 災士 の 訓 練 項 目を元 に 「避 難 訓

練 」，「救急 訓 練」 「体 験 訓練 」 等 で 構 成 し、訓練 対 象者 は
一

日

掛けて すべ て 行 っ た （表 7）。

表 7　防 災訓練 内容

分類 内容

避 難訓練 煙 道避 難

救 急対 応訓 練 消 火訓 練，AED ，応急救護

体験 訓 練 地 震，非常食，伝言 ダ イ ヤ ル 体験

その 他 専 門家 講 義，防 災用品確認

5 ． 調査 結果

5，1　 属 性等 の 回答分布

　訓練 非該 当者 群 の 属性 分布 は 表 8 に 示 した ．訓 練非該 当者 群

の 内 訳 は 男 性 が 504 名 （86．6％ ），女性が 78名 〔13．4％ ），年 齢

は 平 均 44．7歳．標 準偏差 は 12．9 （範囲 ：16〜73＞で あ っ た。

勤 続 年 数 は 平 均 11．2 年．標準偏差 は 10．0 （範 囲 二〇
〜60）で

あ っ た。所 属 して い る 会社 名 は バ ス 会 社 の 153名 （29，0％） が

最も多 く．次い で タ ク シ
ー会杜 150名 〔28．4％），シ ス テ ム 会

社 125名 〔23．7％ ），ガ ソ リ ン ス タ ン ド 100名 （18．9％ ） の 順 で

あ る、，訓 練非該当群 中，50名 は 防災士 の 資格 を所 持 して お り，

531名は所持 して い ない と回答 して い た。

表 8　訓 練 非該 当群 の 属性 分布 〔n＝601）
暈 ・

　　 1 腐
F自囗　 ％ ｝

注罰

年齠

期続宰強

会社名

男控

女 牲

  答なし

甼 均 ＝ 標 4fi 差［葩固〕

回答 fS し

￥均 士 揉準 嬉差 こ 範圏｝

回吾な し

シ ス テ ム会裡

タ ケ シ ー愈敏

バ ス会柱

　 　 　 　 　 　 ガ ソ リ ン ス タ ン ド

　 　 　 　 　 　 回管な し

肪災士資檜 の 有無 　　 所持 し て い る

　 　 　 　 　 　 所持し て い 撃い

　 　 　 　 　 　 回答な し

　 504

　 7e

　 l9

唱 ．7± T2 ．！
　 1911

．2粛 lo．o
　 l9

　 125 　　　 ζ

　 15e 　　　 tIs3

　　　 tloe

　　　 t1310531

　　　 く

Io

s6、613
．4

1δ一73歳

o −6e隼

13、12s
．429

．oIs

．9

8．figl
．4

）

　訓 練該 当 者群 の 属性 分 布 は 表 9 に 示 した 。訓練 該 当者 群 の 内

訳 は 男性 が 83名 （92．2％ ），女性が 7 名 （7．8％ ），年齢 は 平均

44．7 歳，標準偏差 は 9．7 （範囲 ：23 − 67）で あ っ た。勤 続年 数

は 平均 工9．0，標準 偏差 は 11．7 〔範 囲 ：0 − 45） で あ っ た 。 訓練

非該 当群 中，39名 （43．3％ ） は 防 災士 の 資格 を所 持 し て お り，

51名 （56．7％）は所持 して い ない と回答 して い た。

表 9　訓 練該当 群の 属 性分 布 （n＝90＞
・：　 　 　 ％

性別

年齢

勤続年数

防災士 資格の 有無

男性

女 性

平均 ±標 準 偏差 〔範囲 ）

平均 ±標 準 偏差 〔範囲）

所持 し て い る

所持 し て い な い

　 83　　 　　 　　　 92．2

　 7　　　 　　 　　　 7、8

44．7土 9．7　　 　 23．67歳

19．O±11．7　　　 0．45年

　 39　　　　　　　　433

　 51　　　　　　　 56．7

5 ．2　 防災行動達 成度 測 定尺 度の 開発

5．2，1 会社 にお ける 防災 行動に 関す る項 目の 回答分布

　訓練 非 該当者群の 会社 に お ける 防 災行動 に 関す る 回答 分布 を

表 10 に 示 し た。対象者 の 7割 以 上 は 会 社 で の 防災 情報 収 集 行
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表 10 会社 に お ける 防災行動 の 同答分布 （n＝582）
〔％

回答力 テ ゴ リ

項目

※ はい い いえ

xcl　 AEDの操作方法 を知 っ て いる

xc2 災害伝言ダイヤル （171）の 使い方を知 っ て い る

xd1 避難勧告 と避難指示の違い を知 っ てい る

xd2 災害伝言 ダイ ヤル （171）を試験的に利用で き る期間がある こ とを知 っ て い る

xd3 南海 ト ラ フ 巨大地震に つ い て 関心がある

xd430 年以内に高い確率で南海 ト ラ フ 巨大地震が発生する こ と を知っ て い る

xel 私は 会社で 災害に備えて 備蓄品を用意し て い る

xe2 私は会社で災害に備えて 防災グッ ズを用意し て い る

xe3 私は会社で 家具等の耐震対策を行っ て い る

xe4 会社の 緊急連絡網 で 、自分が次に誰に 連絡を回すか 、把握し て い る

xe5 会社の消火器の使 い方を知 っ て い る

xfl 南海 トラ フ 地震が発生した場合、両備ビル まで の津波到達時間を知 っ て い る

xf2 会社で災害が発生 した際の避難場所や避難経路を知っ て い る

xf3 会社周辺のハ ザードマ ッ プを見た こと がある

29810729762398

　 460

　 77

  　 74

　 21

　 19038322184163

（　51．2　）　284

（　18．4　〕　4ア5

（　51．O　）　285

（　τO．7　）　　520

（　68．4　）　 184

（　79．O　）　 ↑22

〔　13．2　）　 505

（　12．7　）　508

（　4．6　）　 555

（　32．6　）　 392

（　65．8　）　 199

（　3．8　）　560

（31．6 ）　398

〔　28．0　）　419

（ 48．8 〕

（ 81．6 ）

（ 49．O ）

（ 89．3 ）

（ 3↑．6 ）

（ 21．O ）

（ 86．8 ）

（ 87、3 ）

（ 95．4 ）

（ 67，4 ）

（ 34．2 ）

（ 96．2 ）

（ 68．4 ）

（ 72．0 ）

※ 1　 項目間で算出した四分相関係数 （テ ト ラ コ リ ッ ク相関係数） が0、75以上 を示 し たた め削除した項 目

動 で あ る 「xd4 ：30年 以 内 に 高 い 確 率で 南 海 トラ フ 巨大 地 震 が

発 生す る こ とを知 っ て い る」に対 して 「はい 」 と回答 して い た。

　
一

方 で，「xc2 ： 災 害伝 言 ダイ ヤ ル （工71） の 使 い 方 を知 っ て

い る⊥ 「xd2 ：災 害 伝 言 ダイ ヤ ル （171） を試 験 的 に 利 用 で き

る期 間 が あ るこ と を知 っ て い る⊥ 「xel ： 私 は会 社 で 災 害 に 備

えて 備蓄品 を用意 し て い る ⊥ 「xe2 ：私 は 会社 で 災害に 備え て

防 災 グ ッ ズ を用 意 し て い る ⊥ 「xe31 私 は 会社 で 家具 等 の 耐震

対 策 を行 っ て い る ⊥ 「xfl 二 南 海 トラ フ 地震 が 発 生 した場 合，

グル ープ本 社 ビ ル まで の 津 波到 達 時 間 を知 っ て い る⊥ 「xf3 ：

会社 周 辺 の ハ ザードマ ッ プを見 た こ とが あ る 」 に対 して 7 割 以

上 が 「い い え 」 と 回答 して い た。

5 ．2．2 会社 に お け る 防災 行動 達成度 に 関す る測 定尺度 の 開発

　 会社 にお ける防災行動 に 関 する 回答 カ テ ゴ リの 数量 化 は 「1点 ：

は い 」「0点 ： い い え」 とした後，項 目間の 四分相 関係 数 を算 出 し

た とこ ろ，「xel 」 と 「xe2 」 間に おい て相 関係 ta　O．75以上 が示 され

た 。 その た め，「xe2 ：私は 会社で 災 害に 備 えて 防災 グ ッ ズ を用意 し

て い る 」は冗 長性の 高い 項 目と判断 し，尺度項 目か ら削除 した。

　残っ た 13項 目を用 い て ，項 目反応理 論に よ る項 目の 選 定を

行っ た と こ ろ，識 別 力＞ 0．5 か つ 困難 度 く 141 が 算 出 さ れ た

項 目 は 図 6 に示 した 11項 目 で あっ た 。

　項 目反 応 理 論 に よ り選 定 され た 11項 目の 防 災 行 動 尺 度 の

因 子 構 造 の 側 面 か ら見 た 構 成 概 念 妥 当性 を確 証 的 因子 分 析

に よ り検 討 し た 結 果，モ デ ル の デ ータ に 対 す る 適 合 度 指 標 は

z2 ＝88．759，　 df＝29，　 CFI ＝0．900，　 RMSEA ≡O．060で あ り．統 計

学的許容水準 を満た して い た 。 なお，「yc2 」と 「yd2」，「yd1」

と 「yd4 ⊥ 「ye4 」 と 「yf2」 の 誤差 間 に相 関 を認 め た （図 4）。

　平均値 ： 3．7

　　　

n ＝ 58
λr2＝8d
焉 29CF1
＝0 ．900

R闇SEA ＝ 0．060
推定法 ：WLSMV

　 　 　　 yc2 　 丶

、lll醤 ン：：：
… 5 ン［yd4 ］・ 〆

：lll唖 ］・

：1署一匯 ］−

lii穏 丶。、

・6 ・・

温 ノ
　 　 　 　 yf3

図 4　会社 にお け る 防災行動達成度の 測 定尺 度 に 関す る構 成概

　　　　　　　　　　念妥当性の 検討

5 ．3　 防災行 動の達成度に関連 す る要因の 検討

5 、3．1 会社防災行 動 に達成度 に関連 す る要 因の 検討

　構造 方程 式モ デ リ ン グ を 用 い た 会社 防 災行 動 の 達成 度 に 関

連 す る 要因の 検討結果 を図 5 に 示 し た 。 会社防災行動 に 人 口

学的要因，被災リ ス ク 認 知，減災対策態度，被 災 経験 災 害観

お よ び職場 風土 が 影響 す る と仮定 した 因果 関 係 モ デ ル の デ
ー

タ

に 対 す る 適 合 度 指 標 は．x2 ≡494．680，　 df＝136，　 CFI＝O．955，

RMSEA −0．068で あ り，統 計学 的許 容水 準 を満 た して い た。

　 会社 防 災行動 の 達 成度 と独 立 変 数 聞の 関連性 に 着 目す る と，

会社防災行動 と年齢の 間に 有意 な負の 関連 が，また，事 故 防止

に積極 的 に 取 り組 む風 十，防災士 資格の 有無，勤続年数　減災

対 策態 度 被 災経験 災害観の 間 に 有意な 正 の 関 連性が 認 め ら

れ た。また，安 全 に対 して 責任を持つ 風土 は 事故防止 に積極的
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．

図 5　 会祉 に お ける 防災行 動 の 達 成度 に 関連 す る 要 因の 検 討

に 取 り組む風土 と高い 関連 性があ る こ と が分 か っ た。よ っ て ，

安 全 に 対 して 責任 を持 つ 風 土 の あ る企 業 は会社 防災 行動 に優 れ

て い る と言 え る。

5．4　 防 災訓練 の 防災行 勤 の達成度 に及 ぼす影饗の 検討

5 ．4 ．1t 検定に よ る 検討結果 （実証 方法 1．2）

（1）防災訓練の 事前 ・事後の 会社に 関連す る 防災行動達成 度得

　 点の 比 較

　 防 災訓練 の 事前 ・事 後 の 会社 防 災行 動達 成度 得 点の 比 較 結果

を図 6 に 示 した。訓 練該当群 に お ける 訓 練 前 の 会社 関 連 防 災

行 動 達成 度 得点 （11点満 点 ）は平 均 5，ll点，標 準 偏 差 2．0工で

あ っ たの に 対 し，訓 練 後 の 会 社 関連 の 防災 行 動 達 成 度得 点 は

平 均 7．10点 標 準偏 差 1．67 で あ っ た。対応 の あ る サ ン プ ル の t

検定 を用 い て 防 災訓練事前 ・事後の 会社防災行動合計点を比較

した と こ ろ，訓練前 に 比 して 訓 練 後 は 統計 学 的 に 有意 に 会社 関

連 の 防 災行動達成 度得点が 高 くな っ て い た。

【DO 臼　
．

90 臼

eoo 　．

アooeo05004

．00　
．

3．oo2
．001
．00 　．

ゆoo 　」

　　　　 なゆ＊

一

5、11 点

SD ：2．0 董

稲 飆 点
籍z．蠶融 饗

7．10 点

SD1 ．67

訓練前会社防災行動合計点

図 6　防 災訓練 の 事前 ・

　 　 　 　 訓練後会社防災行動合 計点

　 　 　 　 　 　 　 　 　 楙 ：　p く 0．001

事後の 会社 関連 防 災行動達成 度得点の

b匕較　　（n＝＝90）

（2）防災講 練非該 当群 と該 当群 の 訓練 後 の 会社 に 関連 す る 防災

　 行動達成 度得点の 比 較

　 防災 訓練 非 該 当群 と該 当群 の 訓練 後 の 会社 防 災行 動 達 し度得

点の 比 較 結 果 を図 7 に示 した。訓 練非該当群 〔n ＝582） に お け

る 会社 防災 行 動 達 成度 得 点 （ll点 満点） は 平均 3．39点，標 準

偏差 2，07 で あ っ た の に 対 し，訓 練該当群 〔n＝90）の 訓 練後 の

会 社 防 災行 動 達 成 度 得 点 は平 均 7．10点，標 準 偏 差 1．69 で あ っ

た。独立 したサ ン プル の t検定を用 い て 防災訓 練非該 当群 と該

当群 の 訓練 後 の 会 社 防災行 動達 成 度得 点 を比 較 した と こ ろ，訓

練 非該 当群 に比 して 訓練該当群の 訓練後の 得 点は 統計学的に 有

意 に 高か っ た。
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訓練非該当群会社防災行動合計点　訓練該当群会社防災行勳合計点

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 楙 ：　p 〈 0．001

図 7　防 災訓 練非該当群 と該当群 の 訓 練 後の 会社 関連 防 災行動

　　　　　　　　　 達成度得点の 比 較

5 ．4 ．2 構造 方程 式 モ デ リン グ によ る検 討 （実 証方 法 4）

　構 造 方程 式 モ デ リ ン グ を用 い た訓 練 の 有 無 を含 め た 会社 防

災行 動 達 成 度 に 対 す る 要 因の 影 響 に 関す る 検討 結 果 を 図 8 に

示 した。会 社 防 災行動 の 達 成度 に対 して 訓練 の 有 無，人 口 学 的

要 因，被 災 リス ク 認知，減 災対 策態 度，被 災経 験 　災 害観 お

よ び 職 場 風 ニヒが 影響 す る と仮 定 した 因果 関 係モ デ ル の デ
ー

タ

に 対 す る 適 合 度 指標 は ，z2 ；562、134，　 df＝147，　 CFI＝0．959，

RMSEA ＝0．065 で あり，統計学的許容水準 を満た して い た 。

蠱蠱
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躑

欝蝦準　駟 3 篝
　 　 被災リ スク覦

　 　 　 o ； 勲し

・9
’
J… 靉 難

酬

減災対簗鰾農

　　　　　園
鑞 　　螺 、 ，、 4

　 　 　 　 　 　 　 　 df二当 4J
　 　 　 　 　 　 　 　 CF ］＝0959
　 　 　 　 　 　 　 　 RM ＄EA＝OO55
　 　 　 　 　 　 　 　 書齪 法 ： WLSMV

図 8 会社防 災行動達 成 度へ の 影響要因の 検 討

　会社 防 災行 動達 成 度 に対 して ，人 口 学 的要 因，被災 リス ク認

知，減災対 策 態度 被 災経 験 災 害観お よび職場 風土 間 に有意

な関 連性 は 認 め られ なか っ た 。加 え て ，訓練 の 有 無 か ら会 社 防

災行動 へ の 関連性 は正 の パ ス 係 数 が 算出 さ れ た もの の，統 計学

的に 有意な 関連 と して は認 め られ なか っ た。
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6，　 まとめ

　本調査研 究 で は，職 場 に お ける職 員の 具体 的 な準備 か ら防災

に 必要 な情 報収 集 まで 含 む総合 的 な防災 行動 の 向 上 に 資す る 知

見 を得る こ とをね らい と して，地震 等に 関連 する防災行 動 に 着

凵し，1） その 防災 行動 の 数 量化 （測 定尺 度 の 開 発），な らび に

2）防 災行 動 の 達 成 度 と組 織 の 安全風 土，さ らに は 3）防災行

動 の 達 成 度 と 防災 訓練 と の 関係性 を検 討 し た 。

　そ の 結 果，本 調 査研 究で は，妥当性 と信頼性を備えた 防災行

動 の 個 々 人の 達成度を測定する 尺度を，会社 との 関連性で 個別

に 開 発す る こ とが で きた。この 成果 は，こ れ まで の 研 究 に は 認

め られ ない もの で あ り，特 に，会社にお け る 防災行動の 達成度

の 測定尺度 は，今後の 会社の 防災力 を高め て い くため の 指標 と

して 大 きな 役割を 果 た す もの と言 え よ う。

　 さ らに，本調査研 究 に よ っ て 職場に お ける組織の 安全風土 と

職員の 防災行動 の 関係 と して，会社防災行動の 達成度 と事故防

止 に積極的 に取 り組む 風 土 に 関連性が あり，また 安全 に 対 し て

責任 を持つ 風土 と事故防止 に積極的に 取 り組む風土 との 問に高

い 関連性がある こ とが 判明 した。つ ま り，安全 に 対 して 責任を

持 つ 風 土 の あ る 企 業 は 会社 防 災行動 に 優 れ て い る と言え る。

　 また．防災訓練の 実施効果を防災行動の 達成度 得点の 変化に

お い て 測定 した と こ ろ．会社 の い ずれ に お い て も必要 とされ る

防災行 動 の 達 成度 は，大 き く変 化 して い る こ とが 明 らか と なっ

た 。 しか し，訓練の 有無が他の 要閃も加味 した時に は，防災行

動 に対す る 訓練 効果は支持 されな か っ た。なお，防 災行動 の 達

成 度 に 対 す る 総合 的 な因 果関係 モ デ ル に お い て は，長 期 的 な防

災訓練 を前 提 に 取 得 され る 防災 士 資格 の 有無 が，会社 に 必 要 な

防 災行 動 の 達 成度 に は影響 して い ない こ と を示 して い た 。

　 今後 は，本研 究 で 調 査 した 業種 以 外 の 他業種 で 調査 及 び 訓練

内容 を 検討 す る こ と に よ り尺 度の 精度 向上 と防災行動に よ り影

響 を及 ぼ す要因 の 特定や 訓練内容の 選別 を 目指 した い 。
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